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資料１ 
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議案第４４号 

八潮市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 

１ 趣 旨 

  審査申出書及び口述書に係る押印等を廃止するための改正 

 

２ 内 容 

  次の書面における押印等を廃止する。 

⑴ 審査申出書 

⑵ 口述書 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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議案第４５号 

八潮市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

１ 趣 旨 

  八潮市多文化共生推進プラン策定委員会を廃止するための改正 

 

２ 内 容 

  八潮市多文化共生推進プラン策定委員会を廃止する。 

 

３ 施行期日等 

⑴ 施行期日 

公布の日 

⑵ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正 
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議案第４６号 

八潮市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 趣 旨 

職員の服務に関する宣誓書に係る署名及び押印を廃止するための改正 

 

２ 内 容 

  新たに職員となった者が任命権者に提出する服務に関する宣誓書に係る署

名及び押印を廃止する。 

 

３ 施行期日 

 公布の日 
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議案第４７号 

八潮市税条例等の一部を改正する条例 

 

１ 趣 旨 

  地方税法等の一部改正に伴う改正 

 

２ 内 容 

 ⑴ 個人市民税 

  ① 均等割及び所得割の非課税の算定における扶養親族の対象について、

年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限ることとする。（第２４条

第２項、附則第５条第１項関係） 

  ② 公的年金等受給者の扶養親族申告書の提出に係る扶養親族の対象につ

いて、年齢１６歳未満の者に限ることとする。（第３６条の３の３第１項

関係） 

   ※ ①及び②については、国外居住親族に係る扶養控除の見直しによる

もの 

  ③ 給与所得者及び公的年金等受給者の扶養親族申告書並びに退職所得申

告書の電子提出に係る税務署長の承認を廃止する。（第３６条の３の２第

４項、第３６条の３の３第４項、第５３条の９第３項及び第４項関係） 

  ④ 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例（セル

フメディケーション税制）について、適用期限を５年間延長する。（附則

第６条関係） 

    現 行       改正後 

   令和４年度まで → 令和９年度まで 

  ⑤ 住宅借入金等特別税額控除について、適用期限を１年間延長する。（附

則第２６条第２項関係） 

    現 行        改正後 

   令和１６年度まで → 令和１７年度まで 

⑵ 固定資産税 

   地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）について、課税標準に乗

ずる本市の特例割合を定める。（附則第１０条の２関係） 

   特定都市河川浸水被害対策法又は下水道法の規定により認定を受けた雨

水貯留浸透施設整備計画に基づき、浸水の防止を図るために取得する一定

の償却資産 １／３ 

（法律で定める特例割合の範囲は、１／３を参酌して１／６以上１／２以下）  

 ⑶ 規定の整備 
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３ 施行期日等 

 ⑴ 施行期日 

公布の日。ただし、次の規定は、それぞれに掲げる日 

① ２⑴④   令和４年１月１日 

② ２⑴①・② 令和６年１月１日 

  ③ ２⑵    特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律の

施行の日 

 ⑵ 経過措置 

   所要の措置を設ける。 
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議案第４８号 

八潮市地域型保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

１ 趣 旨 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正を踏まえ、地域

型保育事業者が書面により行うこととされている手続について、電磁的記録

により行うことができることとするための改正 

 

２ 内 容 

⑴ 地域型保育事業者の業務負担軽減の観点から、保育の提供に係る書類の

作成、保存等の書面で行うこととされている手続について、電磁的記録に

より行うことができることとする。 

 ⑵ 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和３年７月１日。ただし、２⑵は、公布の日 

 


